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〈 特別支援教育の推進 〉 

 
（新規）  特別支援教育総合推進事業 （教育委員会）                ４，７５２千円 
（新規）  特別支援教育移行緊急対策事業 （教育委員会）             ９，７３８千円 
 
      特別支援学校が地域におけるセンター的機能を発揮して、小・中学校におけ

るＬＤ（学習障害）・ＡＤＨＤ（注意欠陥／多動性障害）等を含めた障害のあ
る子どもの個別の教育支援計画の策定を支援する。 
また、高等学校に専門的知識や経験を持った特別支援教育推進員を派遣する。 

 
 
 

〈 いじめ対策 〉 
 
（新規）  「いじめゼロ」子どもいきいき学校生活支援事業 （教育委員会）   １２，６６０千円 
 
      すべての児童生徒にいじめ防止に関する啓発資料を配布するとともに、モデ

ル校を指定して、いじめ問題に対する実践的な調査研究を行うことにより、い

じめの未然防止、早期発見・早期対応を図る。 
 
 
 

〈 女性の社会参画の促進 〉 
 
（新規）  チャレンジ支援センター事業 （生活部）                  １９，８０７千円 
 
      国が行う再就職支援事業と連携して、女性等の自己実現や再就職等を支援

するチャレンジ支援センターを設置し、情報提供や相談などの必要な支援をワ
ンストップで提供する。 

 
 
 
 
 
◆ 安心を支える雇用・就業環境づくりと元気な産業づくり 
 
 

〈 戦略的な企業誘致の推進 〉 
 
（一部新規）三重の活力を高める企業誘致促進事業 （農水商工部）  
（一部新規）県南部への産業誘致対策事業 （農水商工部）  
 

本県の基幹産業を牽引する最先端製造施設や将来の成長が見込まれる産業分
野の製造施設、研究開発施設など、知識集約型産業構造の核となる企業の誘致

を進めるとともに、県南部地域においては、地域の特性を生かした産業誘致を
図る。 

 
 

補助制度の見直し 
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 〈 「住んでよし、訪れてよし」の観光みえ・魅力増進 〉 

    

「旅ごころ誘う三重奏」誘客戦略推進事業 （農水商工部）     １４２，０００千円 

外客誘致推進事業 （農水商工部）                    ２５，５１５千円 

         魅力ある観光地グレードアップ支援事業 （農水商工部）      ２３，２７２千円 

 

      「三重県観光振興プラン」の着実な推進を図るため、住む人と訪れる人の双方

の視点に立った「住んでよし、訪れてよし」の地域づくりを、観光振興と一体と

なって取り組む。 

 

 
 

 
 
◆ 安全なくらしの確保と安心できる生活環境の創造 
 
 

〈 防災体制の充実・強化 〉  
 
（新規）  いのちを守る減災対策推進事業 （防災危機管理部）        １２６，０００千円 

 
      災害に強い県土づくりを目指し、減災に向けた市町の積極的な取組を促進する

ため、市町が実施する津波対策、孤立対策、避難所耐震化対策及び災害時要援護
者対策について支援する。 

 
 
 

〈 交通安全対策 〉 
 
（一部新規）くらしの道交通安全施設整備事業 （警察本部）           １７３，４６３千円 
 

県民の安全安心、円滑な交通環境を確保するため、緊急性かつ必要性の高い

箇所に信号機を設置し、交通事故防止を図る。 
 
 
 

〈 地域安全対策 〉 
 
（一部新規）生活安全センターとしての交番機能強化事業 （警察本部）   １０６，８５５千円 
 

地域の治安拠点である交番に交番相談員を拡大配置し、地域住民からの相談
等に適切に対応していくとともに、警察官の街頭パトロール活動等を強化する。 

 
 

（一部新規）捜査支援システムの整備事業 （警察本部）             １２８，２０７千円 
 

犯人をいち早く検挙し、被害者や地域住民の不安を早期に解消できるよう、

犯罪が多発する地域の主要道路に捜査支援システムを整備する。 
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〈 子育て支援の充実 〉  
 
（新規）  発達障害児支援モデル事業 （健康福祉部）                ９，４６３千円 
 
      発達障害児の早期発見やとぎれのない支援を行うための総合的な体制づくりに

向けて市町を支援するため、三重県立小児
こ ど も

心療センターあすなろ学園に「こども

の発達総合支援室」を設置し、実情に応じた支援方法を開発するとともに、人材
育成を行う。 

 
 
（新規）  児童自立支援事業 （健康福祉部）                   ２９９，００３千円 
 
      被虐待児等の自立を支援するため、情緒障害児短期治療施設の整備に取り組む

とともに、児童養護施設退所後の児童の身元を保証するしくみを創設する。 
 
 
（新規）  ３人目みえ応援プログラム事業 （健康福祉部）              ９，９８６千円 
 

３人以上の子どもを持つ家庭を支援するため、延長保育や一時保育等の保育
サービスを受けた利用者の負担軽減を図る。 

 
 
 
〈 医師・看護職員の確保 〉 

 
（一部新規）医師確保対策事業 （健康福祉部）                    ８１，０７４千円 

 
へき地等で勤務する医師を確保するため、医師修学資金等貸与制度、ドクタ

ープール制度、ドクターバンク制度等の活用促進を図るとともに、職場復帰を
希望する女性医師に対する研修を実施する。 

また、医師の配置調整を補完する機能の充実について関係機関と検討を行う。 
 

 

（一部新規）看護職員確保・離職防止充実事業 （健康福祉部）          ５７，８１４千円 
             

看護職員を確保するため、修学資金の貸付、病院内保育所設置に対する支援、

看護学生や卒業生を対象とした相談体制の充実、新卒看護職員の交流会の開催、
養成所学生の実習施設の確保に取り組むとともに、新たに教員養成講習会を開

催する。 
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〈 障害者自立支援法制度の円滑な推進 〉  
 
（新規）   通所等支援事業補助金 （健康福祉部）                ３６，２７２千円 
（一部新規）障害者居住支援事業 （健康福祉部）                 １２８，４２２千円 
 

授産施設等への通所経費を助成することにより、利用者の負担軽減を図ると

ともに、グループホームの改修経費の一部を補助すること等により、障害者の
地域での居住の場を確保する。 

 
 
（一部新規）障害者のチャレンジ支援事業 （健康福祉部）             ３０，７６３千円 
 
         障害者の継続的な就労を図るため、職場定着のためのサポートや県庁舎におけ

る知的障害者の職場実習などを行うとともに、障害者の働く機会の確保に向け、

障害者人材センターの運営に取り組む。 
 

 
 

 
◆ 持続可能な循環型社会の創造 
 

〈 廃棄物対策の推進 〉 
 
       「ごみゼロ社会」実現推進事業 （環境森林部）             ３０，８０９千円 

 
      ごみゼロ社会実現プランに掲げる「ごみ排出量削減率」の向上や「ごみの最終

処分量」の削減など短期目標（平成22年度）を達成するため、効果的な取組をモ
デル事業として実施するとともに、ごみゼロプランの啓発や情報発信などを行う。 

 
 
 
 
◆ 人と地域の絆づくりと魅力あふれるふるさと創造 
 

〈 東紀州地域の活性化 〉 
  

（新規）   東紀州観光まちづくり推進事業 （政策部）               ２２，１７６千円 

  

東紀州地域の活性化を図るため、東紀州地域が一体となって観光振興、産業
振興及びまちづくりを総合的に推進するための基盤として設立される東紀州観

光まちづくり公社（仮称）に支援する。 
 

 
 

〈 市町行財政運営の支援 〉 
 

（一部新規）市町の地域づくり支援資金 （政策部）                 ４００，０００千円 
 

市町の自主性・自立性の向上を図るため、文化資源を生かした地域づくりに
対する貸付制度（１億円）を継続するとともに、主体的な地域づくりに向けた

取組や行財政基盤の強化のため、自治振興事業貸付金制度に変えて新たに貸付
制度（３億円）を創設する。 
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◆ 地方交付税は、対前年度８．０％減の１，２６９億円 
 
 
 
 
 
 
 
◆  県債は、退職手当の増嵩に対応するための退職手当債（８０億円）を新たに発行するこ
となどに伴い、対前年度３．５％増の８４５億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
◆  人件費は、団塊の世代の退職に伴い退職手当がおおよそ６２億円増加するものの、総
人件費抑制の取組等もあり、対前年度５９億円、２．５％増の２，３８１億円 

 
 
 
◆  扶助費は、生活保護扶助費等が増加することに伴い、対前年度３．３％増の１０５億円 
 
 
 
◆ 公債費は、元金償還金の増に伴い、対前年度１．４％増の９６５億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 投資的経費のうち公共事業については、「骨格予算」として継続事業を中心に当面の執
行が円滑に行われるよう、平成１８年度当初予算額の８０％程度を機械的に計上しているこ

となどに伴い、対前年度２０．８％減の１，１２７億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 地方交付税は、対前年度１１１億円、８．０％の減 
   

 
 県債は、対前年度３．５％増の８４５億円 
 

 
 義務的経費は、対前年度２．２％増の３，４５１億円 
 

 
 投資的経費は、対前年度２０．８％減の１，１２７億円 
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◆ 財政調整基金（一般分）は、平成１９年度の事業執行及び危機管理対応に必要な額（２２
億円）を残し、５９億円を取り崩す。 

 
 
 
◆ 県債管理基金、その他特定目的基金についても可能な限り取り崩す。 
 
 
    県債管理基金取崩額 １７８億円    その他特定目的基金取崩額 ５１億円 
 
 
 
◆ 合わせて、２８８億円の基金を取り崩す。    （H18取崩額 ４３８億円） 
 
 
 
 
   
 
 
◆ 厳しい財政状況のもと、限られた経営資源の中で、事務事業の「選択と集中」を一層進め、

簡素で効率的な「身の丈」にあった行財政運営を進める必要がある。 

 
 ○ 総人件費の抑制  
 
  「みえ経営改善プラン」を通じて、今後も総人件費の抑制に取り組む。  
 
・ 職員数の計画的な削減  

職員定数の推移（条例定数）  
             
    Ｈ１６ 26,514人（＋2）  

 Ｈ１７ 26,417人（▲97）  
 Ｈ１８ 26,335人（▲82）  
Ｈ１９ 26,123人（▲212）  

             （ ）内は、対前年増減数  
 
・ 給与制度の見直し  

    ・給与構造改革  
    ・管理職手当の定額化  
    ・特殊勤務手当の見直し  
    ・特別職の給料月額の引き下げ  
 
・ 平成１９年度おいても平成１７、１８年度に引き続き、三役は給料月額の５％を

減額し、部長級以下の管理職員については、管理職手当支給額の５％又は３％を

減額。  
 
 

 
 財源不足に対しては、基金の取り崩しにより対応  

 
財政健全化に向けた取組 
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○ 事業成果、費用対効果等の視点からの徹底した事務事業の見直し 

 

平成１９年度見直し事業  １６３事業  約 ７１億円の減 

 

区 分 事 業 数 金  額 

廃止 １１４（３８）事業  約５２（約１０）億円 

休止  １２（ １）事業  約１１（約 ３）億円 

リフォーム  ３７（１７）事業  約 ８（約 ２）億円 

合 計 １６３（５６）事業  約７１（約１４）億円 

    注： （ ）内は、成果の確認と検証によるもの 

 

参考：平成１８年度見直し事業  １８０事業  約 ５７億円の減 

 

区 分 事 業 数 金  額 

廃止 １００（３３）事業  約３５（約１０）億円 

休止  １１（ １）事業  約１０（約  ）億円 

リフォーム  ６９（２１）事業  約１２（約 ３）億円 

合 計 １８０（５５）事業  約５７（約１３）億円 

    注： （ ）内は、成果の確認と検証によるもの 


